
第 115期定時株主総会招集ご通知に際しての 

インターネット開示事項

連結株主資本等変動計算書 

連 結 注 記 表 

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

個 別 注 記 表 

（2021年 4月 1日から 2022年 3月 31日まで） 

法令及び当社定款第 14 条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェ

ブサイト（https://www.nipponkinzoku.co.jp）に掲載することにより、

株主の皆様にご提供しております。 



連結株主資本等変動計算書 
（自2021年４月１日 至2022年３月31日） 

（単位：百万円） 

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株 主 資 本 

合 計 

2021年４月１日残高 6,857 986 5,985 △10 13,819 

会計方針の変更による 

累積的影響額 
20 20 

会計方針の変更を反映した 

当期首残高 
6,857 986 6,006 △10 13,839 

連結会計年度中の変動額 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 
2,517 2,517 

自己株式の取得 △0 △0

土地再評価差額金の取崩 △57 △57

株主資本以外の項目の連結 

会計年度中の変動額（純額） 
－ 

連結会計年度中の変動額合計 － － 2,459 △0 2,459 

2022年３月31日残高 6,857 986 8,465 △10 16,298 

その他の包括利益累計額 

純 資 産 

合 計 

そ の 他 

有 価 証 券 

評価差額金 

土地再評価 

差 額 金 

為 替 換 算 

調 整 勘 定 

退職給付に

係る調整 

累計額 

そ の 他 の 

包 括 利 益 

累計額合計 

2021年４月１日残高 803 6,001 140 △289 6,656 20,475 

会計方針の変更による 

累積的影響額 
－ 20 

会計方針の変更を反映した 

当期首残高 
803 6,001 140 △289 6,656 20,495 

連結会計年度中の変動額 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 
－ 2,517 

自己株式の取得 － △0

土地再評価差額金の取崩 － △57

株主資本以外の項目の連結 

会計年度中の変動額（純額） 
1 57 22 276 359 359 

連結会計年度中の変動額合計 1 57 22 276 359 2,818 

2022年３月31日残高 804 6,059 163 △12 7,015 23,314 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結注記表 

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等に関する注記） 

１. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 ６社 

主要な連結子会社の名称 

日金スチール㈱、日金電磁工業㈱、日金精整テクニックス㈱、㈱セフ 

NIPPON KINZOKU (THAILAND) CO.,LTD.、NIPPON KINZOKU (MALAYSIA) SDN.BHD. 

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

日金ヤマニ㈱、日旌鋼鉄貿易（上海）有限公司 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。 

２. 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用した関連会社の数 １社

主要な会社等の名称 播磨電子㈱ 

(2) 持分法を適用しない非連結子会社の名称等

主要な会社等の名称

（非連結子会社） 

日金ヤマニ㈱、日旌鋼鉄貿易（上海）有限公司 

持分法を適用していない理由 

持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要性がないためであります。 

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、NIPPON KINZOKU (THAILAND) CO.,LTD.（12月31日）を除き、連結決算日

と一致しております。なお、NIPPON KINZOKU (THAILAND) CO.,LTD.については、同社の決算日現在

の計算書類を使用して連結決算を行っております。ただし、連結決算日との間に生じたNIPPON

KINZOKU (THAILAND) CO.,LTD.との重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

３. 会計方針に関する事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式………………………移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

市場価格のない株式等……移動平均法による原価法 

② デリバティブの評価基準及び評価方法……………時価法 

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法……主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下による簿価切下げの方法により算定） 
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(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

主として定額法を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、償却年数については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

また、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。 

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

② 賞与引当金

当社及び一部の連結子会社の従業員に対して支給する賞与の支払に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。 

③ 製品保証引当金

期末日後に予想される製品のクレームによる返品に対する損失に備えるため、過去の返品率に基

づいて将来の損失予想額を計上しております。 

④ 環境対策引当金

環境対策を目的とした支出に備えるため、当連結会計年度末における支出見込額を計上しており

ます。 

(4) 収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社は「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準29号 2020年３月31日）及

び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日）を

適用しており、約束した財の支配が顧客に移転した時点で、当該財と交換に受け取ると見込まれる

金額で収益を認識しております。

(5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る会計処理の方法

当社及び一部の連結子会社の退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度ま

での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理して

おります。 
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（会計方針の変更に関する注記） 

収益認識に関する会計基準等の適用 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財の支配が顧客に移転した時点で、当

該財と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。 

具体的には、変動対価が含まれる取引については、その不確実性が事後的に解消される際に、収益

の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限り、取引価格に含めております。また、従来、販売費

及び一般管理費に計上しておりました販売手数料等の顧客に支払われる対価について、取引価格から減

額する方法に変更しております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱

いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、

当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。 

この結果、当連結会計年度の売上高は88百万円増加、売上原価は18百万円、販売費及び一般管理費

は23百万円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ130百万円増加してお

ります。また、利益剰余金の当期首残高は20百万円増加しております。 

当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算

書の利益剰余金期首残高は20百万円増加しております。 

 

 

（表示方法の変更に関する注記） 

(連結貸借対照表) 

従来、「負債の部」の「流動負債」に計上していた「返品調整引当金」を、当連結会計年度より

「製品保証引当金」として計上しております。 

これは、当連結会計年度の期首より収益認識会計基準等を適用したことに伴い、経済実態をより一

層明瞭に表示するために科目名称の変更を行ったものであります。 

 

 

（会計上の見積りに関する注記） 

１．繰延税金資産の回収可能性 

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額  

 当社     繰延税金資産      746 百万円 

(2) その他の情報 

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法 

当社の繰延税金資産は、税務上の繰越欠損金のうち未使用のもの及び将来減算一時差異を利用で

きる課税所得が生じる可能性が高い範囲内で認識しております。課税所得が生じる可能性の判断に

おいては、将来の事業計画を基礎として、将来獲得しうる課税所得の時期及び金額を合理的に見積

り、金額を算定しております。 

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 

将来獲得しうる課税所得の見積りは、将来の事業計画を基礎としており、そこでの重要な仮定は、

生産数量、製造原価、販売数量及び販売価格であるものと認識しております。生産数量及び製造原

価については、板橋工場の火災復旧後の生産体制や生産状況を考慮し、販売数量及び販売価格につ

いては、新型コロナウイルスその他の世界情勢に起因する受注状況の影響等を考慮しております。 

③ 翌年度の連結計算書類に与える影響 

将来獲得しうる課税所得の見積りにおいては、生産数量、製造原価、販売数量及び販売価格等に

ついて一定の仮定を設定しております。これらの仮定は将来の不確実な経済状況及び会社の経営状

況の影響を受けるため、これにより実際の課税所得の獲得時期及び金額等が見積りと異なった場合、

翌年度の連結計算書類において認識する繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性がありま

す。 
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２．固定資産の減損 

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

 当社板橋工場 固定資産       22,517 百万円 

(2) その他の情報 

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法 

当社板橋工場の固定資産につきましては、2019年11月及び2021年2月に発生した火災事故等の影響

により、生産数量が大幅に落ち込むとともに、新型コロナウイルス感染症の影響等により、販売数

量も大幅に落ち込んだため、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなっており、減損の兆

候が生じております。しかし、将来の事業計画等に基づき減損損失の認識判定を行った結果、当該

資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの合計額が当該資産グループの帳簿価額

を上回るため、減損損失の測定は不要と判断いたしました。 

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 

当社板橋工場の固定資産に係る減損損失の認識判定を行うにあたっては、将来の事業計画を基礎

とし、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローを見積っており、そこでの重

要な仮定は、生産数量、製造原価、販売数量、販売価格、将来キャッシュ・フローの見積り期間及

び土地の正味売却価額であるものと認識しております。生産数量及び製造原価については、火災復

旧後の生産体制や生産状況等を考慮し、販売数量及び販売価格については、新型コロナウイルスそ

の他の世界情勢に起因する受注状況の影響等を考慮しております。将来キャッシュ・フローの見積

り期間については、主要な資産である機械装置の利用実績等に基づき決定しております。土地の正

味売却価額は、不動産鑑定価格に基づき算定しております。なお、将来の事業計画は、繰延税金資

産の回収可能性を判断する際に使用した事業計画を基礎としており、当該事業計画の計画期間を超

える期間につきましては、当該事業計画の最終年度の数値を基準とし、これに適切な成長率等を設

定し計算しております。 

③ 翌年度の連結計算書類に与える影響 

減損損失の認識判定を行うにあたっては、生産数量、製造原価、販売数量、販売価格、将来キャ

ッシュ・フローの見積り期間、土地の正味売却価額等について一定の仮定を設定しております。こ

れらの仮定は将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受けるため、これにより翌年度

の連結計算書類において認識する固定資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

 

（連結貸借対照表に関する注記） 

１. 担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

建物及び構築物 2,603 百万円 

機械装置及び運搬具 1,598 百万円 

土地  13,162 百万円 

計  17,364 百万円 

(2) 担保に係る債務 

短期借入金 6,590 百万円 

長期借入金  11,520 百万円 

計  18,110 百万円 

 

２. 有形固定資産の減価償却累計額 40,049 百万円 

 

３. 土地の再評価 

当社は、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

・再評価の方法……土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第

３号に定める固定資産税評価額に基づき算出 

・再評価を行った年月日……2002年３月31日 

なお、再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価の合計額が、再評価後の帳簿価額の合

計額を上回ったため、両者の差額の注記を省略しております。 
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 

普通株式 6,700,000株 

 

 

（金融商品に関する注記） 

１. 金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。 

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。

一部の外貨建て営業債権の為替変動リスクについては、先物為替予約を利用することでリスク低減を図

っております。また、投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っ

ております。 

支払手形及び買掛金のうち、外貨建て営業債務の為替変動リスクは、恒常的に同じ外貨建ての売掛金

残高の範囲内とすることでリスク低減を図っております。借入金の使途は運転資金（主として短期）及

び設備投資資金（長期）であり、固定金利・変動金利のバランスを勘案し、金利変動リスクの軽減を図

っております。 

 

２. 金融商品の時価等に関する事項 

2022年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。（（注）

をご参照ください。）また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、電子記録債権、

支払手形及び買掛金、短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記

を省略しております。 

 （単位：百万円） 

 連結貸借対照表 

計上額（＊１） 
時価（＊１） 差額 

(1) 投資有価証券 2,004 2,004 － 

(2) 長期借入金 

（１年内返済予定のものを含む） 
（17,142） （17,118） （△23） 

(3) デリバティブ取引（＊２） （18） （18） － 

（＊１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（＊２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務とな

る項目については、（ ）で示しております。 

（注）市場価格のない株式等 

（単位：百万円） 

区分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 115 

 

３. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの

レベルに分類しております。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ

れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 
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(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

 （単位：百万円） 

区分 

時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券 

その他有価証券 

株式 2,004 － － 2,004 

デリバティブ取引 

通貨関連 － 18 － 18 

 

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

 （単位：百万円） 

区分 

時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期借入金 － 17,118 － 17,118 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

 

投資有価証券 

上場株式の時価は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ

の時価をレベル１の時価に分類しております。 

 

デリバティブ取引 

為替予約の時価は、金利や為替レート等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法により算定して

おり、レベル２の時価に分類しております。 

 

長期借入金 

長期借入金のうち、変動金利によるものの時価は、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は

実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額に

よっており、レベル２の時価に分類しております。また、固定金利によるものの時価は、一定の期間ごとに

区分した当該長期借入金の元利金の合計額を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算

定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

 

（収益認識に関する注記） 

１. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

 （単位：百万円） 

 
報告セグメント 

合計 
みがき帯鋼 加工品 

日本 28,135 7,646 35,781 

アジア 9,994 2,870 12,865 

その他 448 22 470 

顧客との契約から生じる収益 38,578 10,538 49,117 

外部顧客への売上高 38,578 10,538 49,117 
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２. 収益を理解するための基礎となる情報 

当社及び連結子会社は、冷間圧延ステンレス鋼帯、みがき特殊帯鋼の製造及び販売を行うみがき帯鋼

事業、精密管、異形鋼、型鋼の製造及び販売を行う加工品事業を主な事業として取り組んでおります。 

国内販売においては製品を出荷した時点で顧客に当該製品に対する支配が移転したと判断しておりま

す。輸出販売においては主にインコタームズ等で定められた貿易条件に基づき、リスク負担が顧客に移

転した時点で収益を認識しております。 

顧客との契約における対価に変動対価が含まれている場合には、変動対価の額に関する不確実性が事

後的に解消される際に、解消される時点までに計上された収益の著しい減額が発生しない可能性が高い

部分に限り、変動対価を取引価格に含めております。 

取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重大な金融要素は含まれておりませ

ん。 

 

３. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報 

 （単位：百万円） 

 
金額 

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 12,238 

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 14,225 

 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額 3,482 円  66 銭 

１株当たり当期純利益 376 円  10 銭 
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株主資本等変動計算書 
 （自2021年４月１日 至2022年３月31日） 

 （単位：百万円） 

  株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自 己 

株 式 

株 主 

資 本 

合 計 

資 本 

準備金 

資 本 

剰余金 

合 計 

利 益 

準備金 

その他利益 

剰 余 金 利 益 

剰余金 

合 計 
繰 越 

利 益 

剰余金 

2021年４月１日残高 6,857 986 986 197 2,195 2,392 △10 10,226 

会計方針の変更による 

累積的影響額 
  －  20 20  20 

会計方針の変更を反映した 

当期首残高 
6,857 986 986 197 2,215 2,413 △10 10,246 

事業年度中の変動額         

当期純利益   －  1,788 1,788  1,788 

自己株式の取得   －   － △0 △0 

土地再評価差額金の取崩   －  △57 △57  △57 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 
  －   －  － 

事業年度中の変動額合計 － － － － 1,730 1,730 △0 1,729 

2022年３月31日残高 6,857 986 986 197 3,945 4,143 △10 11,976 

 

 

 評価・換算差額等 

純資産合計 
そ の 他 

有 価 証 券 

評価差額金 

土地再評価

差 額 金 

評価・換算

差額等合計 

2021年４月１日残高 403 6,001 6,404 16,631 

会計方針の変更による 

累積的影響額 
  － 20 

会計方針の変更を反映した 

当期首残高 
403 6,001 6,404 16,651 

事業年度中の変動額     

当期純利益   － 1,788 

自己株式の取得   － △0 

土地再評価差額金の取崩   － △57 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 
50 57 108 108 

事業年度中の変動額合計 50 57 108 1,838 

2022年３月31日残高 454 6,059 6,513 18,490 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 
 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１. 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

市場価格のない株式等……移動平均法による原価法 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法……移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定） 

 

２. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

また、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

３. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支払に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(3) 製品保証引当金 

期末日後に予想される製品のクレームによる返品に対する損失に備えるため、過去の返品率に基

づいて将来の損失予想額を計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。 

(5) 環境対策引当金 

環境対策を目的とした支出に備えるため、当事業年度末における支出見込額を計上しております。 

 

４. 収益及び費用の計上基準 

当社は「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準29号 2020年３月31日）及び「収益認識に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日）を適用しており、

約束した財の支配が顧客に移転した時点で、当該財と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認

識しております。 
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５. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会

計処理の方法と異なっております。 

 

 

（会計方針の変更に関する注記） 

収益認識に関する会計基準等の適用 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財の支配が顧客に移転した時点で、当該財

と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。 

具体的には、変動対価が含まれる取引については、その不確実性が事後的に解消される際に、収益

の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限り、取引価格に含めております。また、顧客への製品

の販売における当社の役割が代理人に該当する取引については、従来、顧客から受け取る対価の総額を

収益として認識しておりましたが、当該対価の総額から第三者に対する支払額を差し引いた純額で収益

に認識する方法に変更しております。さらに、従来、販売費及び一般管理費に計上しておりました販売

手数料等の顧客に支払われる対価について、取引価格から減額する方法に変更しております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱

いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当

事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。 

この結果、当事業年度の売上高は475百万円、売上原価は581百万円、販売費及び一般管理費は23百

万円減少し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ130百万円増加しております。また、

利益剰余金の当期首残高は20百万円増加しております。 

当事業年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、株主資本等変動計算書の利益

剰余金期首残高は20百万円増加しております。 

 

 

（表示方法の変更に関する注記） 

(貸借対照表) 

従来、「負債の部」の「流動負債」に計上していた「返品調整引当金」を、当事業年度より「製品

保証引当金」として計上しております。 

これは、当事業年度の期首より収益認識会計基準等を適用したことに伴い、経済実態をより一層明

瞭に表示するために科目名称の変更を行ったものであります。 

 

 

（会計上の見積りに関する注記） 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係

る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであり、詳細は連結注記表「（会計上

の見積りに関する注記）」をご参照ください。 

繰延税金資産 746 百万円 

板橋工場 固定資産 22,517 百万円 

 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１. 担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

建物 2,438 百万円 

構築物 70 百万円 

機械及び装置 1,598 百万円 

土地  11,519 百万円 

計  15,626 百万円 
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(2) 担保に係る債務 

１年内返済予定の長期借入金 5,540 百万円 

長期借入金  11,440 百万円 

計  16,980 百万円 

 

２. 有形固定資産の減価償却累計額 38,465 百万円 

 

３. 受取手形裏書譲渡高 25 百万円 

 

４. 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務 

短期金銭債権 4,562 百万円 

長期金銭債権 284 百万円 

短期金銭債務 432 百万円 

 

５. 土地の再評価 

当社は、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

・再評価の方法……土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第

３号に定める固定資産税評価額に基づき算出 

・再評価を行った年月日……2002年３月31日 

なお、再評価を行った土地の当事業年度末における時価の合計額が、再評価後の帳簿価額の合計額

を上回ったため、両者の差額の注記を省略しております。 

 

（損益計算書に関する注記） 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

売上高 14,939 百万円 

仕入高 2,048 百万円 

販売費及び一般管理費 352 百万円 

営業取引以外の取引による取引高 201 百万円 

 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数 

普通株式 5,654 株 
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（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

貸倒引当金 53 百万円 

退職給付引当金 751 百万円 

投資有価証券・出資金評価損 185 百万円 

賞与引当金 72 百万円 

製品保証引当金 14 百万円 

環境対策引当金 18 百万円 

棚卸資産評価損 32 百万円 

未払費用 11 百万円 

未払事業税 36 百万円 

減損損失 116 百万円 

資産除去債務等 15 百万円 

繰越欠損金 124 百万円 

その他    15 百万円 

繰延税金資産小計 1,445 百万円 

評価性引当額  △ 264 百万円 

繰延税金資産合計 1,181 百万円 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 198 百万円 

退職給付信託設定益 233 百万円 

その他     1 百万円 

繰延税金負債合計    434 百万円 

繰延税金資産の純額   746 百万円 

 

再評価に係る繰延税金資産 

土地再評価差額金 263 百万円 

評価性引当額  △ 263 百万円 

繰延税金資産合計 － 

 

再評価に係る繰延税金負債 

土地再評価差額金   3,041 百万円 

 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

１. 親会社及び法人主要株主等 

 （単位：百万円） 

種 類 会社等 

の名称 

議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 

取引の内容 取引金額  

(注２) 

科 目 期末残高 

主要株主 

（会社等） 

日鉄ステ

ンレス㈱ 

被所有 

直接13% 

ステンレス

鋼帯の購入 

ステンレス鋼帯

の購入（注１） 
11,541 買掛金 4,570 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１） 日鉄ステンレス㈱からの原材料の購入は、NSステンレス㈱、伊藤忠丸紅鉄鋼㈱、その他３社を

経由して購入しており、取引金額等は商社に対する会計帳簿の取引に基づいて記載しております。

なお、価格は市場の実勢価格で決定しております。 

（注２） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 
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２. 子会社及び関連会社等

（単位：百万円） 

種 類 会社等 

の名称 

議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 

取引の内容 取引金額

（注２） 

科 目 期末残高 

子会社 日金スチ

ール㈱ 

所有 

直接100% 

冷間圧延ス

テンレス鋼

帯及びみが

き特殊帯鋼

の販売 

冷間圧延ステン

レス鋼帯及びみ

がき特殊帯鋼の

販売（注１） 

12,737 受取手形 

売掛金 

電子記録

債権 

1,481 

956 

1,242 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）価格は市場の実勢価格で決定しております。 

（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

（収益認識に関する注記） 

収益を理解するための基礎となる情報 

当社は、冷間圧延ステンレス鋼帯、みがき特殊帯鋼の製造及び販売を行うみがき帯鋼事業、精密管、

異形鋼、型鋼の製造及び販売を行う加工品事業を主な事業として取り組んでおります。 

(1) みがき帯鋼事業

みがき帯鋼事業では、国内販売においては製品を出荷した時点で顧客に当該製品に対する支配

が移転したと判断し、輸出販売においては主にインコタームズ等で定められた貿易条件に基づき、

リスク負担が顧客に移転した時点で収益を認識しております。

顧客との契約における対価に変動対価が含まれている場合には、変動対価の額に関する不確実

性が事後的に解消され際に、解消される時点までに計上された収益の著しい減額が発生しない可

能性が高い部分に限り、変動対価を取引価格に含めております。 

取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重大な金融要素は含まれてお

りません。 

(2) 加工品事業

加工品事業では、国内販売においては製品を出荷した時点で顧客に当該製品に対する支配が移

転したと判断し、輸出販売においては主にインコタームズ等で定められた貿易条件に基づき、リ

スク負担が顧客に移転した時点で収益を認識しております。また、顧客への製品の販売における

当社の役割が代理人に該当する取引については、当該対価の総額から第三者に対する支払額を差

し引いた純額で、収益に認識しております。 

顧客との契約における対価に変動対価が含まれている場合には、変動対価の額に関する不確実

性が事後的に解消される際に、解消される時点までに計上された収益の著しい減額が発生しない

可能性が高い部分に限り、変動対価を取引価格に含めております。 

取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重大な金融要素は含まれており

ません。 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額 2,762 円  05 銭 

１株当たり当期純利益 267 円  09 銭 
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